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１．下水道地震・津波対策技術検討委員会について 

東日本大震災による津波と液状化により、東北地

方から関東地方にかけた沿岸部の下水処理場やポン

プ場、及び内陸部も含む下水道管きょは、甚大な被

害を受けた。 

国土交通省では、震災直後に、学識経験者等から

なる「下水道地震・津波対策技術検討委員会」を設

置し、4つの提言を発出するとともに、委員会の検討

結果を平成24年3月に最終報告書として取りまとめ

た。この中で、国土技術政策総合研究所は、被災施

設の再度災害防止及び今後の耐津波対策に関する調

査を行い、新潟中越地震以降に採用された耐震対策

の効果検証を行うとともに、今後必要となる津波対

策技術の検討を行った。 

２．管きょ液状化対策効果の確認 

 下水道施設の耐震対策指針では、管きょの耐震対

策として3つの埋戻し方法（埋戻し土の締固め、砕石

による埋戻し、埋戻し土の固化）を記載している。

この工法のうち「砕石による埋戻し」及び「埋戻し

土の固化」について現地で対策効果を確認したとこ

ろ、対策箇所では道路交通障害や流下機能障害が発

生していないことから一定の効果が認められた（写

真）。ただし一部の管きょでは材料や強度が一定基

準を満たしていない事例があり、施工管理上の問題

があることも明らかとなった。 
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写真 耐震対策効果の確認 

３．下水道施設設計における津波対策の考え方 

東日本大震災での被害特性を分析し、耐津波対策

を行う際の下水道施設設計の考え方をまとめた。想

定する津波は、都道府県が設定する「最大クラスの

津波」とし、管路施設、ポンプ場及び処理場の３つ

の施設種別ごとに津波時においても優先的に確保す

べき機能を表の通り設定した。被災時においても必

ず確保すべき機能は、下水排除のための揚水機能と

消毒機能とし、全体機能を早期に復旧させるための

機能は、「迅速に復旧すべき機能」と「早期に復旧

すべき機能」に分け、リスクマネジメントの考え方

により防護レベルを設定した。 

表 津波時に確保すべき機能 
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４．成果の活用及び今後の展開 

 本検討内容は、下水道地震・津波対策技術検討委

員会より発出された4つの提言及び最終報告書とし

て取りまとめられ被災地の施設復旧に活用されると

ともに、より詳細な調査研究内容を含め、現在改訂

作業が行われている下水道施設の耐震対策指針及び

下水道の地震対策マニュアル等に活用される予定で

ある。 

【参考】 

1) 下水道地震・津波対策技術検討委員会報告書  

http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/crd_sewer
age_tk_000170-1.html 
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１．はじめに 

道路橋の耐震設計では、レベル２地震動として、

プレート境界型の大規模な地震による地震動（タイ

プⅠの地震動）と内陸直下型地震による地震動（タ

イプⅡの地震動）の２種類を考慮している。平成23

年東北地方太平洋沖地震と同じプレート境界型の地

震である東海地震、東南海地震、南海地震等が近い

将来に発生すると考えられていることや近年の研究

成果を踏まえ、道路橋示方書全体の改定にあわせ、

これらプレート境界型の大地震による地震動を推定

した結果をもとに、レベル２地震動（タイプⅠ）を

見直した1)。 

２．レベル２地震動（タイプⅠ）の改定 

道路橋の設計地震動は、地盤種別ごとに設定され

た標準加速度応答スペクトルに、減衰定数別補正係

数と地域別補正係数を乗じることで設定される。今

回の改定では、国総研で開発した距離減衰式を用い

て、大正12年関東地震の際の東京周辺での地震動を

推定した結果に基づき、レベル２地震動（タイプⅠ）

の標準加速度応答スペクトルを改定した（図１）。 

それにあわせて、従来の地域別補正係数とは別に、

レベル２地震動（タイプⅠ）に対して適用する地域

別補正係数を新たに設定した。その際、北海道太平

洋沖の４地震が連動する場合、東海・東南海・南海

地震及び日向灘地震が連動する場合など、東北地方

太平洋沖地震も含め震源域が連動する影響を考慮し

た上で、大正12年関東地震において東京周辺で生じ

た地震動よりも強い影響を受けると推定される地域

では地域別補正係数を1.2とした（図２）。 

また、動的解析による耐震性能の照査に用いるた

め、改定した標準加速度応答スペクトルに近い特性

を有するように振幅調整した加速度波形を地盤種別

ごとに3波形ずつ示した。これらは平成15年十勝沖地

震と平成23年東北地方太平洋沖地震の際に観測され

た強震記録をもとに作成しており、従来よりも大幅

に継続時間が長い特徴を有している。 

３．今後に向けて 

プレート境界型の超巨大地震や長大活断層の活動

による地震については精力的に調査研究が進められ

ているところであり、今後も最新の知見を取り入れ

つつ設計地震動の一層の合理化を目指す予定である。 

【参考】 

1) (社)日本道路協会：道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計

編，2012. 
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図１ 標準加速度応答スペクトルの例（Ⅱ種地盤） 

 

図２ レベル２地震動（タイプⅠ）の地域別補正係数 
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